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信託セミナー

はじめに

　財務省主税局税制第三課の岡本と申しま
す。本日は、このような説明の機会をいただ
き、ありがとうございます。
　本日は令和 6 年度税制改正の内容を中心に
ご説明をさせていただきます。
　冒頭に「令和 6 年度税制改正の全体像」に
ついてお話しした後、まずは公益信託に関す
る改正を説明、その後、定額減税や、賃上げ
促進税制といった税制改正の内容について説
明いたします。

1.　令和 6年度税制改正の全体像

　まず、令和 6 年度税制改正の全体像につい
て説明いたします。デフレから完全脱却する
ことが政府全体として大きな目標となってお
りますところ、この目標を達成するため、令
和 6 年度税制改正においては、物価上昇を乗
り越える構造的な賃上げと、成長力の強化・
高度化に資する投資の拡大という 2 点を両輪
として、消費と投資の力強い循環につなげて
いくべく、様々な措置を講じております。
　具体的には、資料 3 頁の図のとおり、「成
長と分配の好循環」のうち、まず「分配」の
部分については「構造的な賃上げの実現」を
目指し、国民に対しては、いわゆる定額減税
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の措置を講じ、また企業に対しては賃上げ促
進税制の強化の措置を講じております。一
方、「成長」の部分については「生産性向上・
供給力強化を通じた潜在成長力の引上げの実
現」を目指し、ハード面では戦略分野国内生
産促進税制を講じ、ソフト面ではイノベーシ
ョンボックス税制を講じたほか、スタートア
ップ・エコシステムの抜本的強化についても
措置を講じております。
　また、資料 4 頁の図のとおり、令和 6 年度
税制改正では、デフレからの完全脱却を最重
要課題と位置付けたうえで、その他にもデジ
タル化・キャッシュレス化、地域・中小企業
の活性化等といった様々なテーマに向けて措
置を講じております。
　資料 5 頁は、一般会計税収の推移です。現
状、税収は大きく見て増加傾向にあり、近年
では所得税や法人税よりも消費税が大きなウ
エイトを占めるようになっています。
　資料 6 頁は、一般会計税収、歳出総額及び
公債発行額の推移です。新型コロナウイルス
の関係もあり、令和 2 年度に歳出がかなり増
えていることがわかります。また、先ほど税
収が伸びていると申し上げましたが、歳出も
併せて増加傾向にあり、歳出と税収の差は未
だ開いているのが現状です。

2.　公益信託に関する税制改正

　公益信託改革については、内閣府における
制度改正の検討を受けて税制を措置したもの
であり、今回説明する中にも内閣府の所管事
項が多くなると思います。資料 8 頁では制度
改革の内容を簡単に説明しています。
　公益信託は、大正11年に制定された「公益
信託ニ関スル法律」（公益信託法）に基づく

制度ですが、これまで大きな改正が行われな
いままであり、規制色が強い制度になってお
ります。具体的には、課題が 3 点あります。
1 点目は、主務官庁による許可・監督制度の
下にあり、例えば奨学金系であれば文部科学
省といったように、主務官庁毎に許可の基準
が異なるという点です。 2 点目は、公益信託
の許可審査基準等により、事実上、助成など
を目的とする金銭の給付に限定されており、
例えば、美術館の運営等といった積極的な信
託事務ができないという点です。 3 点目は、
公益信託の許可審査基準等により、事実上、
受託者が信託会社に限定され、担い手の多様
性が確保されないという点です。
　以上の課題を解決するため、法制審議会信
託法部会において議論が行われ、その結果、
いわゆる主務官庁制による許可・監督制度を
廃止し、統一的な行政庁が公益信託を認可・
監督すること、信託財産を金銭に限定せず不
動産等も対象にすること、信託会社に受託者
を限定しないこと等を内容とする答申が行わ
れました。
　答申から少し間が空き、今般、新しい資本
主義の観点から、公益法人の在り方について
見直しが行われることになりました。これを
踏まえて公益信託も一緒に議論することとさ
れ、公益信託制度を公益認定制度に一元化し、
公益法人認定法と共通の枠組みで公益信託の
認可を行う仕組みとなるように制度を構築す
るという方向で検討が行われました。
　資料 9 頁では、公益信託の改革に至る経過
について簡単に示しています。若干繰り返し
になりますが、まず、大正11年に旧信託法に
基づいて現在の公益信託法が制定された後、
平成18年に新信託法が制定されました。当時
は、公益法人も、各省庁がそれぞれ所管して
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いるといった、現状の公益信託に似た状況に
あったのですが、抜本的な改革を行い、現行
の公益法人制度になっております。一方、公
益信託については、一旦公益法人制度改革の
様子を見ることとなり、衆・参両院の附帯決
議において、「先行して行われた公益法人制
度改革の趣旨を踏まえつつ、公益法人制度と
整合性の取れた制度とする観点から、遅滞な
く、所要の見直しを行うこと」とされました。
その後、先ほど申し上げたとおり、平成31年
2 月の法制審議会信託法部会における答申、
令和 4 年10月からの内閣府「新しい時代の公
益法人制度の在り方に関する有識者会議」で
の議論を経て、今回の改正に至ります。
　資料10頁では、新しい公益信託制度のポイ
ントについて説明しています。改正のポイン
トの 1 点目は、信託事務、財産の範囲の拡大
です。金銭のみならず、美術品や土地等も信
託財産の対象となりました。また、これまで
は育英資金の給付や奨励金といった金銭の給
付に限定された信託事務について、例えば学
生寮や美術館の運営もできるようになりまし
た。 2 点目は、受託者の範囲の拡大です。事
実上、信託会社や信託銀行に受託者が限定さ
れておりましたが、自然人でも受託者に就任
できるようになりました。 3 点目は、主務官
庁制の廃止です。公益法人と同一の行政庁で
ある内閣府において、一元的に認定を行うこ
とになりました。
　続いて、税制についての説明に移ります。
資料11頁は、公益法人および公益信託に係る、
令和 6 年度与党税制大綱における記載をまと
めたものです。公益法人については、例えば
収支相償原則等、公益法人として公益活動に
資金を活用することを目的とした規制につい
て、ある程度の自由度を高める見直しをして

おりますが、これらの見直し後も、これまで
の税制を引き続き認めてほしいといった要望
を受けて、これを認めることとしました。ま
た、所得税関係では、公益法人の解散等の際、
みなし譲渡所得税が非課税となる財産の贈与
対象に、新しい公益信託を追加する措置を講
じております。
　また、公益信託については、公益法人制度
と整合的な新公益信託制度とする観点で、公
益法人並びの税制にしてほしいという要望が
ありました。現状、通常の公益信託の場合に
は税制上の優遇措置が適用されず、適用を受
けるためには主務大臣等の一定の認定を受け
る必要がありますが、上記要望を受け、新公
益信託制度の下で内閣府が認可した全ての公
益信託が公益法人並びの税制優遇を受けるこ
ととなる点が大きな改正点です。
　資料12頁では、公益信託に関する税制につ
いて、もう少し具体的に説明しています。現
行の公益信託は、主務官庁の許可により成立
いたします。また、この公益信託の状態では
一部の税制しか受けられないため、主務大臣
の証明を受けて特定公益信託となり、さらに
主務大臣の認定を受けて認定特定公益信託と
なります。一方、新しい公益信託においては、
公益法人と同様に、内閣府公益認定等委員会
等が認可を行いますので、これまでのような
段階的な認可ということではなく、公益信託
として一括で認可を受ければ、公益法人と同
様の税制の適用を受けることができるように
なりました。そのため、先ほど申し上げた主
務大臣の認可事務は、今後はなくなることに
なります。
　資料13頁では、新たな公益信託の消費税法
上の取扱いについて説明しています。まず、
従来型（助成型）の公益信託については、い
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わゆる消費税の課税売上が生じませんので、
消費税の申告は生じないことが前提となりま
す。その上で、新たな公益信託については、
取り扱う財産が拡大され、金銭の助成のみな
らず新たに公益事業も可能になり、そういっ
た場合には受託者に対して消費税を課税する
こととなります。さらに、信託財産ごとに、
受託者の固有財産と区別して消費税法の規定
を適用することになります。
　もう少し具体的に説明します。消費税法に
おいて、物を売ったりすることによって得ら
れる収入ではなく、例えば寄附などによっ
て得られる収入等といった対価性のない収
入（特定収入）が恒常的に発生し得る国や地
方公共団体、公益法人等については、特定収
入を原資とする仕入れについて、仕入税額控
除を制限する仕組みが存在しております。図

【消法60④の適用による調整（イメージ）】の
とおり、通常は課税売上があり、収入部分
については仕入税額控除が発生するのです
が、特定収入による課税仕入れについては仕
入税額控除を制限する調整措置が適用されま
す。公益信託が寄附を受け入れて事業を行う
場合、この寄附を原資とする仕入れについて
仕入税額控除を行ってしまうと、いわゆる免
税仕入れを認めることと同義となってしまう
ため、新たに公益信託が事業を行う場合も、
仕入税額控除を制限する調整措置の対象とな
りました。このように、いわゆる助成型でな
い新たな類型で事業を行う公益信託の場合に
は、消費税の対応が生じることになります。
　もう 1 点、新しい公益信託とインボイス制
度の関係についても説明します。
　これまで消費税のいわゆる仕入税額控除の
適用を受けるためには、一定の帳簿や請求書
等の保存が要件とされておりましたが、イン

ボイス制度の導入に伴い、インボイスに合致
した請求書を保存することが仕入税額控除を
受ける要件となりました。そのため、仮に事
業者が課税資産の譲渡を相手方に対して行っ
たとき、その相手方が仕入税額控除を受けた
い場合、譲渡を行った側にインボイスの交付
を求められる可能性があります。したがっ
て、公益信託の場合ですと、公益信託の受託
者から相手方に課税資産の譲渡等を行うこと
があった場合に、その譲渡の相手方からイン
ボイスの交付を求められる可能性があるとい
うことになります。一方で、どのような場面
で課税資産の譲渡等を行うことがあるのかな
ど、インボイス制度への具体的な対応につい
ては、実務の内容に応じてご検討いただきた
いと思います。
　資料14頁では、制度改革のスケジュールに
ついて説明しています。足元の令和 6 年度で
は、 5 月に「公益社団法人及び公益財団法人
の認定等に関する法律の一部を改正する法
律」および新公益信託法が国会で成立いたし
ましたが、新公益信託法については令和 8 年
4 月の施行を予定しておりますので、少し先
になってまいります。また、今後、内閣府に
おいて様々な政省令やガイドラインなどの改
正が予定されており、そういった改正を通じ
て、実務面も明らかになってくると思います
ので、この期間に実務面の対応をご検討いた
だければと考えております。

3.　所得税・個人住民税の定額減税

　定額減税については、既にご対応いただい
ている皆さまもいらっしゃると思います。ご
協力いただき、感謝申し上げます。
　資料16頁では、昨年12月に内閣府において
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作成された「新たな経済に向けた給付金・定
額減税一体措置」の説明資料を転載していま
す。様々な所得層の皆さまに丁寧に対応しな
がら、物価高に対応して可処分所得を増やす
という目的のために、国税と地方税のそれぞ
れについて定額減税が措置されました。
　資料17頁では、所得税の定額減税について
説明しています。令和 6 年分所得税について、
特に給与所得者の方は 6 月以降の源泉徴収税
額から減税されます。 6 月に減税しきれなか
った場合には、翌月以降の税額から順次減税
という形になっております。減税額は 1 人 3
万円、住民税は 1 万円です。
　資料18頁では、減税の実施方法について説
明しています。令和 6 年 6 月の源泉徴収税額
が減税額を上回るパターンでは、同月中に減
税することになります。一方、令和 6 年 6 月
の源泉徴収税額が 3 万円以下となるパターン
では、同月中に減税しきれなかった額を 7 月
以降に順次回していくことになります。
　資料19頁では、定額減税の対象外となる高
額所得者について説明しています。給与収入
が2,000万円超――具体的には合計所得金額
が1,805万円超――の方は定額減税の対象外
となっています。
　続いて、資料20頁では、個人住民税の定額
減税について説明しています。個人住民税所
得割の額から納税者及び配偶者を含めた扶養
家族 1 人につき 1 万円の減税を行うことにな
っております。
　資料21頁では、個人住民税の減税の実施方
法について説明しています。このうち、給与
所得部分については、本年 6 月分を徴収しな
いことにして、いわゆる定額減税後の税額を
本年 7 月から翌年 5 月までの期間で割った金
額を徴収することになります。

4.　賃上げ促進税制の強化

　資料23頁では、賃上げ促進税制強化の背景
について説明しています。改正前の賃上げ促
進税制では、大企業は 3 ％、中小企業は1.5％
の賃上げをすると同制度が適用できることに
なっておりましたが、賃上げ実施企業のうち
7 割超が 3 ％以上賃上げしており、うち大企
業の約 3 割、中小企業の約 4 割は 5 ％超賃上
げをしておりました。つまり、多くの企業が
自然体の賃上げで賃上げ促進税制が適用でき
てしまっていたことを意味し、いわゆる租税
特別措置として企業にインセンティブを付与
するという意味では少し要件が足りないので
はないかといった議論が行われました。この
ような背景を踏まえて、今般、制度改正を行
い、いわゆる大企業に対しては物価高に負け
ない賃上げのけん引役を期待し、よりインセ
ンティブを強化するために、賃上げ率を従前
の 3 ％に加え、段階的に 7 ％までの、さらに
高い賃上げ率の要件を創設いたしました。
　資料24頁では、賃上げ促進税制の見直しの
基本的な考え方について説明しています。こ
れまでの賃上げ促進税制では、企業は大企業
と中小企業とに区分されていたところ、今般
の見直しにより、従前の大企業をさらに 2 つ
に区分し、その中でも従業員が2,000人以下
の企業については中堅企業という新たな区分
を設け、さらに賃上げをしやすい環境を整備
することとしました。大企業（見直し後）と
中堅企業の数はおよそ 1 対 9 という割合にな
っています。
　また、中小企業についても拡充をしており、
賃上げ率の要件は維持しつつ、さらに裾野を
広げる目的で、今まで賃上げ促進税制の効果
がないといわれていた赤字の中小企業につい
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ても賃上げインセンティブとなるように、赤
字のときに賃上げをした分の税額控除の枠を
翌年以降に繰越できる措置を創設しておりま
す。
　さらに、人への投資の観点では、従前から
措置されていた教育訓練を行っている企業に
ついての上乗せ措置に加えて、子育てとの両
立支援や女性活躍支援に積極的な企業に対し
ても上乗せ措置を創設しました。
　資料25頁では、賃上げ促進税制の適用要件
について説明しています。例えば大企業につ
いて言えば、これまで 3 ％賃上げした企業の
控除率は15％、 4 ％賃上げした企業の控除率
は25％であったところ、それぞれの控除率を
10％、15％に変更し、少し控除率を下げつつ
も、よりたくさん賃上げをした企業の控除率
は高めに設定しました。さらに、教育訓練費
と女性活躍支援の上乗せ措置を合算すると、
合計控除率が最大35％となります。なお、中
小企業の合計控除率は最大45％であり、より
控除率は高くなっています。また、本税制の
適用期限は 3 年間延長しております。
　資料26頁では、賃上げ促進税制の概要イメ
ージについて説明しています。基本的に企業
の支払う賃金は全額損金算入されますので、
企業が支払った賃上げ分の最大約30％分の税
負担が軽減されるところ、さらに賃上げ促進
税制の適用により税額控除が上乗せされるた
め、賃上げ分のうち最大65〜75％の税負担減
に繋がっており、本税制のメリットが大きい
ことがお分かりいただけると思います。
　資料27頁では、マルチステークホルダー方
針について説明しています。これは、従業員
や取引先等の様々なステークホルダーに確り
とその企業が価格転嫁を行うことを示す方針
です。資本金10億円以上かつ従業員1,000人

以上の企業は、本方針を掲げていることが賃
上げ促進税制適用の要件ですが、今般、中
堅企業枠が創設されたことに伴い、従業員
2,000人超の企業もその対象となりました。
　資料28頁では、減税措置の実効性を高める

「メリハリ付け」について説明しています。
所得や支払給与、設備投資の一定要件を満た
していない場合、研究開発税制、地域経済牽
引事業の促進区域内における投資促進税制、
5 G 導入促進税制、デジタルトランスフォー
メーション投資促進税制およびカーボンニュ
ートラル投資促進税制という 5 つの租税特別
措置が使えなくなるという措置について、要
件の改正を行った上で、適用期限を 3 年間延
長しております。
　資料29頁では、賃上げ促進税制の適用実績
等について説明しています。令和 4 年度にお
いては、およそ5,000億円分の減税効果があ
るという試算が出ております。また、最新の
試算では、今般の税制改正を行ったことによ
り、1.3兆円程度の減税効果があるのではな
いかと見込んでおり、現状のところ最も減収
額の大きい研究開発税制（約7,000億円）を
抜いて、最大の措置になる可能性があります。
　資料30頁は、春闘による賃金引き上げ率の
推移ですが、足下の賃金引上げ率は約 5 ％近
くまで上昇しております。

5.　戦略分野国内生産促進税制・イノベ
ーションボックス税制の創設

　資料32〜33頁では、戦略分野国内生産促進
税制について説明しています。本税制は、ア
メリカでインフレ抑制法が創設されたこと等
を受け、措置されたものです。具体的には、
民間として事業採算性になかなか乗りにくい
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GX・DX・経済安全保障の戦略分野について、
生産・販売量に比例して減税を行う制度です。
例えば、EV 1 台当たり40万円といったよう
に、いわゆる投資時点ではなく、生産・販売
量に応じて税額控除を生産者側に適用するも
のです。本税制は単純減税ではなく、いわゆ
る GX 移行債を使って減収額を補填すること
によって、既存の措置を大きく異なる規模・
期間の措置を実現できました。
　資料34〜35頁では、イノベーションボック
ス税制について説明しています。本税制は、
研究開発拠点としての立地競争力強化のた
め、国内で自ら研究開発した知的財産から生
じる一定の所得について所得控除を行う措置
です。特許権や AI 関連のプログラムの著作
権が対象となり、これらから得た所得につい
て30％の所得控除を行うことになります。ま
た、対象所得は譲渡所得、ライセンス所得に
なっております。こうした税制はヨーロッパ
を中心に導入されておりましたが、日本では
初めての導入です。なお、減税措置の実効性
を高める「メリハリ付け」も行っており、研
究開発費が減少している場合の控除率を段階
的に引き下げることとしました。
　研究開発税制とイノベーションボックス税
制については、重複している部分があるので
はないかというご懸念もあるかと思います
が、研究開発税制については投資段階の措置、
イノベーションボックス税制については出口
の段階の措置ということで、棲み分けができ
ております。

6.　スタートアップ・エコシステムの抜
本的強化

　資料39頁では、スタートアップ・エコシス

テムにおいて抜本的強化した税制措置の内容
について、いわゆるシード・プレシード期、
アーリー・ミドル期、レイター期に分けて説
明しています。ストックオプションについて
は、これまで年間の権利行使価額が1,200万
円だったところ、最大3,600万円まで大幅に
引き上げています。また、スピンオフ税制に
ついては、令和 5 年度にいわゆるパーシャル
スピンオフを 1 年間の期限で措置しました
が、その適用期限を 4 年間延長しております。
また、異例の措置であるオープンイノベーシ
ョン税制も、適用期限を 2 年間延長しており
ます。
　資料41頁では、第三者が保有する暗号資産
の期末時価評価課税の見直しについて説明し
ています。法人が保有する暗号資産のうち、
活発な市場が存在するものは、いわゆる売買
目的の有価証券等と同様、期末時価評価課税
の対象になっております。令和 5 年度税制改
正により、自分で発行した暗号資産で一定の
ものはこの評価の対象外とされておりました
が、他者が発行した暗号資産は引き続き期末
時価評価課税の対象でした。今般、暗号資産
の利用状況や保有の態様などの実体面の変化
があったとの考えが示されたことを踏まえ、
発行者以外の第三者が継続保有する暗号資産
についても、他者に譲渡しない等の一定の要
件を満たすものには、期末時価評価課税の対
象外にする措置を講じました。

7.　子育て支援税制・扶養控除等の見直
し

　資料43〜46頁では、子育て支援税制につい
て説明しています。令和 7 年度税制改正にお
いて議論される予定の事項もありますが、令
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和 6 年度に限り措置することとされたのが、
住宅ローン控除の拡充および住宅リフォーム
税制の拡充です。住宅ローン控除の拡充では、
子育て世帯及び若者夫婦世帯における借入限
度額について、 1 年に限り、子育て支援の観
点から上乗せを行うという措置を講じており
ます。また、住宅リフォーム税制の拡充では、
既存住宅のリフォームについて、工事費用の
10％を税額控除できるところ、これも子育て
関係のリフォームを対象に加えることとなり
ました。
　また、生命保険料控除における新生命保険
料に係る一般枠（遺族保障）は、現状 4 万円
の適用限度額を子育て世帯は 6 万円に広げる
ことについて、令和 7 年度税制改正において
議論されることとなっております。
　続いて、扶養控除について説明します。資
料47頁に記載のとおり、令和 5 年12月22日に
閣議決定された「こども未来戦略」において、
児童手当については高校生年代まで延長、つ
まり現行の 1 人当たり毎月 1 万円である児童
手当を高校生年代まで延長することとされて
います。これに関連して、中学生までの取扱
いとのバランスを踏まえて、高校生の扶養控
除との関係も整理することとして、令和 7 年
度税制改正において議論することになってい
ます。
　資料49頁では、「扶養控除」の見直しのイ
メージについて説明しています。平成22年に
児童手当が拡充されたことに伴い、15歳まで
の扶養控除が廃止されました。また、高校生
に対する児童手当については、高校無償化を
踏まえていわゆる上乗せ分が廃止され、扶養
控除38万円のみ残っていたところです。一方、
今回、高校生の児童手当の導入検討に伴い、
現行の扶養控除38万円に代えて、かつて高校

実質無償化に伴い廃止された特定扶養親族に
対する扶養控除の上乗せ分を復元し、年収間
でのバランスを図ることが検討されておりま
す。

8.　地域・中小企業の活性化

　中小企業に対してもその活性化を目的とし
た措置を講じております。
　具体的には、資料54頁で説明しているとお
り、中堅・中小企業がグループ化に向けた複
数回の M&A を行うことを後押しし、グル
ープ一体での成長を実現するため、中小企業
事業再編投資損失準備金制度の拡充を講じて
おります。
　また、資料55〜56頁で説明している法人版
事業承継税制については、令和 9 年12月末ま
での措置ですが、当該措置を受けるために提
出が必要な特例承認計画の提出期限が令和 6
年 3 月末までであったところ、 2 年間延長し
ております。
　資料57頁では、交際費等から除外される飲
食費に係る見直しについて説明しています。
ご承知のとおり、交際費等は損金不算入とさ
れておりますが、いわゆる飲食費については
一部損金算入が認められており、会議費相当
とされる 1 人5,000円以下の飲食費が交際費
から除外されていました。この点について、
今般の会議費の実態を踏まえて、 1 万円以下
まで引き上げることしました。これは企業の
規模を問わず利用可能です。

9.　国際課税

　資料59頁に記載のとおり、国際的に暗号資
産の税務当局が確り把握できるようにしよう
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という動きがあり、日本もこれに対応する必
要がありますが、こちらの立法自体は2024年、
施行自体は2027年であり、少し先の話になり
ます。

10.　プラットフォーム課税

　資料61頁に記載のとおり、一定額以上の取
引を行うプラットフォームを介して国外事業
者が行うデジタルサービスについて、プラッ
トフォーム事業者自身が提供したとみなさ
れ、代わりに消費税の納税義務が課されるこ
とになります。ただし、本制度の対象は、国
外事業者が国内向けに行うサービスに限られ
ることになっております。

11.　外国人旅行者向け免税制度

　資料63頁で説明しているとおり、いわゆる
消費税の外国人旅行者向け免税については、
今後、改正に向けて議論が進められていくこ
とになります。現状ですと、免税品の横流し
等の不正が後を絶たず、かつその徴収が困難
という実態を踏まえ、免税店では課税で販売
をした上で出国時に免税部分を返金する制度
への見直しを今後議論する予定です。

12.　防衛力強化に係る財源確保のため
の税制措置

　資料65頁に記載のとおり、令和 ９ 年度にお
いて税制により防衛財源を 1 兆円強確保する
ことになっておりますが、具体的な法制面等
について、引き続き議論されることになると
思います。

13.　インボイス制度

　資料67頁に記載のとおり、インボイス発行
事業者の登録数は約445万者となっています。
制度開始以後も46万者から登録申請がなさ
れ、コールセンターに対する相談は少しずつ
減っているという状況です。先ほど公益信託
に関するインボイスの対応について申し上げ
ましたが、税務署を含め様々な窓口を用意し
ておりますので、ご不明点等があれば是非ご
相談いただければと思います。

　私からの説明は以上です。ご清聴ありがと
うございました。

　本稿は、令和 6 年 5 月30日に開催された
信託セミナーにおける財務省主税局税制第
三課課長補佐　岡本憲治氏の講演内容をと
りまとめたものです。

（おかもと・けんじ）



令和 ６ 年度税制改正について―　　―250 信託299号 2024.8

〔資料〕

1



令和 ６ 年度税制改正について ―　　―251信託299号 2024.8

2

3



令和 ６ 年度税制改正について―　　―252 信託299号 2024.8

4

5



令和 ６ 年度税制改正について ―　　―253信託299号 2024.8

6

7



令和 ６ 年度税制改正について―　　―254 信託299号 2024.8

8

9



令和 ６ 年度税制改正について ―　　―255信託299号 2024.8

10

11



令和 ６ 年度税制改正について―　　―256 信託299号 2024.8

12

13



令和 ６ 年度税制改正について ―　　―257信託299号 2024.8

14

15



令和 ６ 年度税制改正について―　　―258 信託299号 2024.8

16

17



令和 ６ 年度税制改正について ―　　―259信託299号 2024.8

18

19



令和 ６ 年度税制改正について―　　―260 信託299号 2024.8

20

21



令和 ６ 年度税制改正について ―　　―261信託299号 2024.8

22

23



令和 ６ 年度税制改正について―　　―262 信託299号 2024.8

24

25



令和 ６ 年度税制改正について ―　　―263信託299号 2024.8

26

27



令和 ６ 年度税制改正について―　　―264 信託299号 2024.8

28

29



令和 ６ 年度税制改正について ―　　―265信託299号 2024.8

30

31



令和 ６ 年度税制改正について―　　―266 信託299号 2024.8

32

33



令和 ６ 年度税制改正について ―　　―267信託299号 2024.8

34

35



令和 ６ 年度税制改正について―　　―268 信託299号 2024.8

36

37



令和 ６ 年度税制改正について ―　　―269信託299号 2024.8

38

39



令和 ６ 年度税制改正について―　　―270 信託299号 2024.8

40

41



令和 ６ 年度税制改正について ―　　―271信託299号 2024.8

42

43



令和 ６ 年度税制改正について―　　―272 信託299号 2024.8

44

45



令和 ６ 年度税制改正について ―　　―273信託299号 2024.8

46

47



令和 ６ 年度税制改正について―　　―274 信託299号 2024.8

48

49



令和 ６ 年度税制改正について ―　　―275信託299号 2024.8

50

51



令和 ６ 年度税制改正について―　　―276 信託299号 2024.8

52

53



令和 ６ 年度税制改正について ―　　―277信託299号 2024.8

54

55



令和 ６ 年度税制改正について―　　―278 信託299号 2024.8

56

57



令和 ６ 年度税制改正について ―　　―279信託299号 2024.8

58

59



令和 ６ 年度税制改正について―　　―280 信託299号 2024.8

60

61



令和 ６ 年度税制改正について ―　　―281信託299号 2024.8

62

63



令和 ６ 年度税制改正について―　　―282 信託299号 2024.8

64

65



令和 ６ 年度税制改正について ―　　―283信託299号 2024.8

66

67



令和 ６ 年度税制改正について―　　―284 信託299号 2024.8

68

69



令和 ６ 年度税制改正について ―　　―285信託299号 2024.8

70

71




